
 

 

 

 

 

第４章 空き家対策の推進 
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４－１ 空き家対策の取組の方向性                  

 

本市の空き家を取り巻く現状や課題を踏まえ、第３章で掲げた基本理念及び

基本方針に基づく対策を進めるため、今後の取組の方向性について以下のよう

に整理します。 
 

 

 
 

■取組の方向性 

１－（１）市民意識の醸成・啓発 

   市民の空き家の問題への関心を高め、周知啓発を図ります。 

 

１－（２）所有者等への相談体制 

   所有者等が抱えている問題解決を図るため、各種専門的な相談体

制を整備します。 

 

１－（３）助成制度の周知 

   現に居住している住宅等に関する各種助成制度等を周知します。 

 

 
 

■取組の方向性 

２－（１）空き家情報の把握 

    自治会との協働による実態調査等により、市内の空き家情報を把

握します。 

 

２－（２）空き家所有者等への情報発信 

    空き家利活用ネットワーク制度の周知など、空き家所有者等へ活

用に向けた情報を発信します。 

 

２－（３）空き家所有者等への支援制度 

   空き家の活用につながる支援制度を実施します。 

 

２－（４）関係機関等との連携 

国や埼玉県、不動産関係団体など、活用に向けた連携を図りま

す。 

基本方針１  空き家の発生を抑制します。 

基本方針２  空き家の適正な管理及び活用を促進します。 
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■取組の方向性 

   ３－（１）管理不全な空き家への取組 

      適正な管理を行っていない空き家所有者等に対して、指導等を行

います。 

 

   ３－（２）特定空家等への措置 

      特定空家等に認定された空き家に対して、空家法に基づく措置を

行います。 

 

   ３－（３）空き家関連法令に基づく取組 

      空家法だけでなく、関連する法令等の適用を検討します。 

 

３－（４）解消に向けた取組 

   解消に向けた支援や、跡地活用に対する支援を検討します。 

 
      
 

  

基本方針３  管理不全な空き家の解消に向けた取組を推進します。 
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４－２ 空き家対策の施策と主な取組               

 

４－１で整理した基本方針及び取組の方向性をもとに、空き家対策の具体的

な取組について定めます。 

現に居住している住宅の状態から、利活用可能な空き家、適正管理が行われ

ていない空き家、著しく管理不全な空き家まで、各段階に応じた対策を講じま

す。 

 

 

 

適正管理が行われ
ていない空き家

著しく管理不全な
空き家

「草木の繁茂」、
「家屋の劣化」など
の状態

「倒壊の危険性が
ある」などの状態

１　空き家の発生を抑
  制します。

２　空き家の適正な管理
及び活用を促進します。

３　管理不全な空き家の
解消に向けた取組を推進
します。

基本方針
現に居住している

住宅

空き家の状態

活用可能な
空き家

・市民意識の

醸成・啓発

・空き家所有者等への情報発信

・管理不全な空き家への取組

・所有者等へ

の相談体制

・空き家情報の把握

・助成制度の

周知

・空き家所有者等への支援制度

・関係機関等との連携

・解消に向けた取組

・空き家関連法令に基づく取組

・特定空家等への措置

・市民意識の醸成・啓発

・所有者等への相談体制

・助成制度の周知
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責任で行うことを基本としつつ、 

市を中心に、市民、関係機関、 

自治組織、事業者など、多様な 

主体が協働して空き家対策に 

取り組み、安全で安心して暮ら 

せるまちづくりを推進します。 

 

 基本理念 

空き家の発生を抑制します。 

空き家の適正な管理及び活用を

促進します。 

管理不全な空き家の解消に向

けた取組を推進します。 

 

 基本方針 

空 き 家 対 策 施 策 体 系 図 

 

 

 

１ 

２ 

３ 
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  取組の方向性 主な取組 

① 広報紙やホームページへの掲載 
② チラシ・パンフレットの配布 
③ 固定資産税納税通知書等を活用した周知 
④ 地域等からの意識啓発 
⑤ 各種事業と連携した空き家化の予防 

市民意識の醸成・啓発 

 1-(1) 

所有者等への相談体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-(2) 

1-(3) 

2-(2) 

2-(3) 

2-(4) 

3-(1) 

3-(2) 

3-(3) 

3-(4) 

 ① 登記・法律相談の実施 
② 不動産相談の実施 
③ 高齢者に対する支援 

① 住宅用省エネ設備設置費補助制度の周知 
② 住宅耐震化補助制度の周知 
③ マイホーム借上げ制度の紹介 
④ 空き家の発生を抑制するための特例措置の周知 

① 空き家の実態調査の実施 
② アンケート調査による意向の把握 
③ 住民からの情報提供 
④ 空き家対策相談員の配置 
⑤ 庁内関係部署による連携 
⑥ 空き家データベースの整備 

① 広報紙やホームページ等による情報発信 
② 空き家所有者等への通知の発送 
③ 空き家利活用ネットワーク制度の紹介 
 
① 緊急連絡先届出制度の実施 
② 金融機関の空き家活用ローンの紹介 
③ 中心市街地空き店舗等出店促進補助制度の実施 
④ 低未利用土地等を譲渡した場合の特例措置の周知 
⑤ 利活用に向けた支援策の検討 
 
 ① 埼玉県北部地域空き家バンク制度の運用 

② 空き家総合相談会の実施 
③ 空き家活用相談の実施 
④ 国や埼玉県との連携 

① 管理不全な空き家の実態把握 
② 適正な管理を促す通知の発送 
③ 緊急安全措置 
 
① 特定空家等の認定 
② 助言・指導 
③ 勧告・命令 
④ 固定資産税等住宅用地特例の除外 
⑤ 代執行の実施 

① 老朽空家等の除却に伴う固定資産税減免制度の実施 
② 解決が困難な事案への対応の検討 
③ 空き地の管理に関する意識啓発 
④ 解消と跡地活用に対する支援策の検討 

① 空き家関連法令による措置 
② 財産管理人制度等の活用 

助成制度の周知 

空き家情報の把握 

空き家所有者等への情報発信 

空き家所有者等への支援制度 

関係機関等との連携 

管理不全な空き家への取組 

特定空家等への措置 

空き家関連法令に基づく取組 

解消に向けた取組 

 2-(1) 
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市民意識の醸成・啓発 
 

   施策の概要 

 

空き家が発生し放置される要因としては、相続や登記が適切に行われず空き家

の所有者等がはっきりしないことや、所有者等としての管理意識が低いことなど

があげられます。このため、正確な所有者等が表示されるように登記の促進や住宅

の維持管理の重要性など、空き家になる以前から、広く市民に対して空き家に関す

る意識を醸成させるような意識啓発に取り組みます。 

 

   主な取組 

 

① 広報紙やホームページへの掲載 

 

空き家化の予防や発生抑制、空き家に対する問題等に関する情報の周知や意識

啓発を行うため、広報紙やホームページに掲載します。また、空き家の実態調査の

結果についても掲載します。 
 

② チラシ・パンフレットの配布 

 

空き家の所有者等に対する意識啓発や空き家の適正管理、登記の促進等につい

て、チラシやパンフレットを作成し、様々な機会を通じて、住民に配布します。 
 

③  固定資産税納税通知書等を活用した周知 

 

固定資産税の納税通知書等を活用し、空き家の適正管理を促すための通知文を

送付し、市内の住宅の所有者等への意識啓発を行います。 
 

④ 地域等からの意識啓発 

 

空き家が発生して一番困るのは近隣住民です。自治会役員など、身近にいる地域

住民から、空き家になる以前から住宅の所有者等に対する意識啓発を地域ぐるみ

で行います。 
 

⑤ 各種事業と連携した空き家化の予防 

 

市主催の事業や埼玉県の相続おしかけ講座などの事業をはじめ、様々な行事を

通じて、住宅の所有者等に対して、早期の段階での空き家化の予防や発生抑制に関

する意識啓発を行います。 
   
 

1-(1) 

 

 

【基本方針１】 空き家の発生を抑制します。 
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【埼玉県 相続おしかけ講座】 
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所有者等への相談体制 
 

   施策の概要 

 

空き家対策に当たっては、資金はもとより法律や相続など、幅広い観点からの検

討が必要となります。このため、所有者等の抱えている問題に対して、各種の専門

的な相談に的確に応じ、助言や提案までを行うことができるよう、相談体制を整備

します。 

 

   主な取組 

 

① 登記・法律相談の実施 

 

相続登記や住所変更登記の申請の義務化に伴い身近な場所で誰もが相談できる

よう、居住している住宅や空き家の登記や法律に関する問題の解決に向けて、弁護

士会や司法書士会と連携し無料相談を実施します。 
 

② 不動産相談の実施 

 

身近な場所で誰もが相談できるよう、居住している住宅や空き家の不動産に関

する問題の解決に向けて、不動産関係団体と連携し無料相談を実施します。 
 

③ 高齢者に対する支援 

 

高齢者にエンディングノートを配布し、終活に関する支援を実施します。 
また、成年後見制度利用促進のため、成年後見サポートセンターを運営し、成年

後見制度を必要とする人が制度利用につながるための相談受付や講演会開催等に

取組みます。 
 

 

 

 

1-(2) 

【基本方針１】 空き家の発生を抑制します。 

相

続 
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助成制度の周知 
 

   施策の概要 

 

空き家になる以前から建物の質的向上や資産価値を高め、現に居住している住

宅に住み続けるように有効活用を図ることは、間接的に空き家の発生を抑制する

ための一定の効果があると考えられます。このため、現に居住している住宅等に関

連する各種制度等について周知します。 

 

   主な取組 

 

 

① 住宅用省エネ設備設置費補助制度の周知 

 

現に居住している個人が、住宅用省エネルギー設備を設置する場合に設置費用

の一部を助成する制度を周知します。 

 

② 住宅耐震化補助制度の周知 

 

現に居住している木造住宅のうち、新耐震基準が施行される前の昭和 56(1981)

年 5 月 31 日以前に工事着手されたものについて、耐震診断、耐震改修を行う場合

に、その所有者等に対して費用の一部を助成する制度を周知します。 
 
③ マイホーム借上げ制度の紹介 

 

現に居住している所有者等が活用を考えるうえでの選択肢の一つとして、(一社)
移住・住みかえ支援機構が実施しているマイホーム借上げ制度を周知します。 

 
④ 空き家の発生を抑制するための特例措置の周知 

 

    相続により取得した家屋及びその土地等を譲渡した場合に適用される「空き家

の譲渡所得の３，０００万円特別控除」の周知をし、申請に基づき「被相続人居住

用家屋等確認書」の交付を行います。 

 
 

 

 

 

1-(3) 

【基本方針１】 空き家の発生を抑制します。 
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【マイホーム借上げ制度】 

 
 
【空き家の譲渡所得の３，０００万円特別控除】 
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空き家情報の把握 
 

   施策の概要 

 

空き家は、防犯、防災、衛生、景観等の面において周辺環境に悪影響を生じさせ

ることとなります。このため、個別の状況に応じたきめ細やかな対応を実施するこ

とができるよう、空き家情報を様々な手段により収集し、市内の空き家の現状を的

確に把握します。 

 

   主な取組 

 

① 空き家の実態調査の実施 

 

市内の空き家の把握には、地域の実情に精通している自治会の協力が必要不可

欠です。地域の見守り活動において、自治会内の空き家状況を調査し、市内の空き

家数、解消数を把握します。 
 

② アンケート調査による意向の把握 

 

空き家の所有者等に対して、年齢層や空き家の期間、空き家になった理由や困っ

ていることなどについてのアンケート調査を実施し、空き家の所有者等の意向等

を把握します。 

 

③ 住民からの情報提供 

 

地域交流のなかで空き家の所有者等に関する近況などを知っている住民のかた

から、空き家に関する情報を収集します。また、新たに発生した空き家や解消され

た情報等を提供してもらいます。 
 

④ 空き家対策相談員の配置 

 

空き家の所有者等や近隣住民等が抱える諸問題に対応するため、空き家対策相

談員を配置し、専門的な空き家相談に対応します。 
 

 

⑤ 庁内関係部署による連携 

 

固定資産課税台帳の内部利用等による所有者等の特定や、庁内関係部署と連携

して空き家に関する情報を収集します。また、庁内関係部署との対策会議を開催す

ることにより、情報共有を図り、空き家対策を進めます。 
 

 

 

２-(１) 

【基本方針２】 空き家の適正な管理及び活用を促進します。 
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⑥ 空き家データベースの整備 

 

実態調査等で把握した空き家情報を地図情報システム（WebGIS）に取り込み、現

況記録、写真、状態、位置情報等をデータベースとして整備します。 
また、空き家所有者や近隣住民等からの情報等を、適宜記録することできめ細や

かな支援につなげます。 
 
 
 
 

【データベースを活用した所有者等への指導等】 
 

 
  

自治会長会議で

調査方法等の説明

実態調査

2次調査

データベースの更新

集 計

結果の公表

データベースの活用

市民等からの相談・

苦情への対応 【随時】

（空き家の所有者等に

指導通知）

空き家の所有者等に

通知 【年２回】

（適正管理のお願い）

（各種無料相談の周知）

（支援制度等の周知）

所有者情報の把握

固定資産税等の情報や

住民基本台帳ネットワー

クシステムの活用

9～10月

10～12月

3月

4月

12～3月

12～3月
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空き家所有者等への情報発信 
 

   施策の概要 

 

空き家が老朽化し、放置される主な要因のひとつに、空き家の活用等の意向がな

い、または関心が低い所有者等が多いことがあげられます。このため、所有者等に

対して、広く意識の醸成・啓発を行い、活用の意向の掘り起こしや動機づけを行い

ます。 

 

   主な取組 

 

① 広報紙やホームページ等による情報発信 

 

広報紙やホームページを通じて、空き家の活用等に関する制度の周知や情報の

発信を行います。 
 

② 空き家所有者等への通知の発送 

 

市発行のチラシやパンフレットを作成し、実態調査等で把握した空き家の所有

者等に対して、空き家の適正管理のお願いや相談会、活用等に関する制度を広く周

知します。 

 

③ 空き家利活用ネットワーク制度の紹介 

 

利活用可能と思われる空き家の所有者等に対し、市から利活用を働きかけ、不動

産関係団体の協力のもと、利活用相談や空き家バンクによる空き家の物件情報の

提供を行います。 
 
 

  

 

 

2-(２) 

【基本方針２】 空き家の適正な管理及び活用を促進します。 
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空き家所有者等への支援制度 
 

   施策の概要 

 

建物の質的な向上や資産価値を高めることは、空き家となった場合でも中古市

場で流通する可能性が高まることから、間接的に空き家の活用につながるための

一定の効果があると考えられます。このため、空き家所有者等に対して空き家の活

用の促進に向けた支援を実施します。 

 

   主な取組 

 

①  緊急連絡先届出制度の実施   

 

  空き家所有者等の中には、市外在住の方も多く定期的に空き家を確認すること

が難しいため、空き家所有者等が知らないうちに防犯、防災、衛生、景観等の面に

おいて周辺環境に悪影響を生じさせることも起こります。そのような場合に備え

て、事前に緊急連絡先を届出てもらう制度を実施します。 
 

② 金融機関の空き家活用ローンの紹介 

 

空き家の除却や活用を促すため、金融機関が取り扱う空き家活用ローンを紹介

し、所有者等の経済的な負担の軽減を図ります。 
 

③ 中心市街地空き店舗等出店促進補助制度の実施 

 

空き店舗を活用して小売業や飲食業等を行う場合に、改修費用の一部を補助す

る制度を実施します。（地域範囲制限あり） 
 
④ 低未利用土地等を譲渡した場合の特例措置の周知 

 

低未利用土地等を譲渡した場合に適用される「１００万円の特別控除」を周知

し、申請に基づき「低未利用土地等等確認書」の交付を行います。 

 
⑤ 利活用に向けた支援策の検討 

 

    居住可能な空き家の流通を促進するため、空き家の利活用に向けた所有者等へ

の支援策を検討します。 

本市には、農地を所有する空き家所有者等も一定数存在する事から、空き家とセ

ットで田畑を取得できる農地付き空き家の活用促進を図ります。 

  

 

 

2-(３) 

【基本方針２】 空き家の適正な管理及び活用を促進します。 
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【緊急連絡先届出制度】 

 
 
【低未利用土地等を譲渡した場合の特例措置】 
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関係機関等との連携 
 

   施策の概要 

 

  現在活用されていない空き家は、関係機関等の連携により、住居としての用途

のほか、他の用途の施設へ転用するなど、多面的に活用することも考えられます。

このため、所有者等が空き家の活用を図れるように、行政・地域・関係団体等がそ

れぞれの立場で連携・協力して空き家対策に取り組みます。 

 

   主な取組 

 

①  埼玉県北部地域空き家バンク制度の運用 

 

埼玉県北部地域７市町（熊谷市、本庄市、深谷市、美里町、神川町、上里町及び

寄居町）で受け付けできる仕組みを構築し、不動産関係団体との協力のもと、空き

家の利活用希望者への周知を図ります。 
 

② 空き家総合相談会の実施 

 

埼玉司法書士会や不動産関係団体等との連携のもと、空き家の所有者等が抱え

る住宅の諸問題に対応するため、空き家総合相談会を実施します。 
 

③ 空き家活用相談の実施 

 

市が保有する空き家に関する情報を、空き家所有者等の同意に基づき、不動産関

係団体へ提供し、不動産相談を受ける事ができる「空き家活用相談」を実施します。 
 

④ 国や埼玉県との連携 

 

国や埼玉県が推進する空き家の各種取組（「埼玉県 空き家相談の総合窓口」な

ど）を周知します。また、「全国空き家対策推進協議会」や「埼玉県空き家対策連

絡会議」に参加し、専門知識やノウハウが必要な具体的課題等について共有し、対

応方策を協議検討するなど、国や埼玉県と連携します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-(４) 

【基本方針２】 空き家の適正な管理及び活用を促進します。 
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【埼玉県北部地域空き家バンク制度】 

深谷市空き家利活用ネットワーク制度 イメージ図

深谷市
（埼玉県北部地域
空き家バンクの運
営、制度の周知）

深谷市
自治会連合会
（空き家の実態
調査を実施）

・（公社）埼玉県
宅地建物取引
業協会

・（公社）全日本
不動産協会
（利活用の
提案・仲介）

空き家を利用したい（買いたい・借りたい）人

⑨

契
約
の
成
立

利活用希望者の紹介

③
活用の相談

①
調査

空き家を活用したい（売りたい・貸したい）人

報告

②
空き家バンクへ
登録。

④

⑦
利用の相談

市内の空き家

⑤
⑧

⑥ 空き家情報等を
メール配信。

市から空き家の所
有者へ、相談窓口
の案内を通知。

空き家の報告

空き家バンクの
利用登録。
交渉申込み。

埼玉県北部地域空き家バンク制度

空き家等の見守りに関する協定 埼玉県北部地域における空き家の利活用等に関する協定

 
 
【令和３年度空き家総合相談会】 

 

司法書士と宅建士による相談の様子 
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【空き家活用相談の流れ】 
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【埼玉県 空き家相談の総合窓口】 
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管理不全な空き家への取組 
 

   施策の概要 

 

著しく管理不全な空き家に関する近隣住民からの相談が増加している傾向にあ

ります。このため、所有者等には自発的な管理を促すとともに、速やかな改善に向

けた取組を進めます。 

 

   主な取組 

 

① 管理不全な空き家の実態把握 

 

自治会との協働による実態調査や職員による現地確認により、空き家の危険度

を「危険」「やや危険」「危険でない」に分類し、空き家の状況を把握します。 
 

② 適正な管理を促す通知の発送 

 

管理が行き届いていない空き家の所有者等に対して、適正な管理を促す通知を

送付します。あわせて、(公社)シルバー人材センターや民間事業者等の空き家管理

サービスのチラシを同封します。 

 

③ 緊急安全措置 

 

空き家の外壁建材等が一部破損しており飛散する可能性が極めて高いなど、緊

急に危険等を回避する必要がある場合、条例第９条に基づき必要最小限度におい

て軽微な措置を講じます。 
 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

3-(1) 

【基本方針３】管理不全な空き家の解消に向けた取組を推進します。 
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特定空家等への措置 
 

   施策の概要 

 

著しく管理不全な状態が続き、生命・身体・財産・生活環境への影響など、危険

性が高い空き家については、特定空家等に認定するかどうかを慎重に判断します。 

特定空家等については、空家法に基づき行政が措置を講ずることができるよう

になりましたが、個人の財産であるため、所有者等の責任において改善及び解決を

図ることが求められます。このため、関係部署と連携の上で、専門家等の意見を聴

取しながら、周辺への影響や危険の切迫性等を勘案して特定空家等に対する措置

を検討し対応します。 

 

   主な取組 

 

 

① 特定空家等の認定 

 

国土交通省が示した「『特定空家等に対する措置』に関する適切な実施を図るた

めに必要な指針（ガイドライン）」や「深谷市特定空家等の判断基準」に準拠して、

当該空き家が特定空家等に該当するかどうかを「深谷市空家等対策審議会」におい

て客観的に審議を行い、その結果を踏まえた上で、特定空家等の認定を行います。 
 

② 助言・指導 

 

特定空家等と認定された空き家の所有者等に対し、除却、修繕、立木等の伐採そ

の他周辺の生活環境の保全を図るため必要な措置をとるよう助言・指導します。 
 

③ 勧告・命令 

 

特定空家等の所有者等が適切な措置をとらず、特定空家等の状態が改善されな

いと認められる場合、相当の猶予期限を付けて、除却、修繕、立木等の伐採その他

周辺の生活環境の保全を図るため必要な措置をとるよう勧告、命令します。 

 

④ 固定資産税等住宅用地特例の除外 

 

空家法第 14 条第２項に基づく勧告を受けた特定空家等については、固定資産税

及び都市計画税の住宅用地の特例から適用除外します。また、本特例の内容につい

て広く市民に周知します。 
 

 

 

 

 

3-(2) 

【基本方針３】管理不全な空き家の解消に向けた取組を推進します。 
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⑤ 代執行の実施 

 

空家法第14条第３項に基づく命令を受けた者がその措置を履行しない場合など、

行政代執行法の定めに従う行政代執行を検討します。また、戸籍等調査によっても

所有者等やその所在が不明な場合などについては、略式代執行を検討します。 
  なお、代執行に当たっては、必要性や緊急性等の諸条件を総合的に勘案し、国の

補助制度などの活用が図れるかを含めて、その実施は慎重に判断します。 

 

 

【略式代執行 平成 30 年 8月 6 日 市長による代執行宣言】 
 

 
 

【略式代執行 平成 30 年 8月 28 日 業者による作業終了】 
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資料：「特定空家等に対する指導手順マニュアル」 埼玉県 
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空き家関連法令に基づく取組 
  

   施策の概要 

 

適正な管理が行われないまま放置された空き家に対しては、空家法だけでなく、

空き家関連法令により、各法令の目的に沿った措置が講ずることができる場合が

あります。そのため、各法令の活用により空き家の状態の改善や解消に向けた取組

を行います。 

 

   主な取組 

 

①  空き家関連法令による措置 

 

建築基準法、道路法、消防法、廃棄物処理法、災害対策基本法など、空き家関連

法令により、目的や講ずることができる措置の対象や内容等について、その物的状

況や悪影響の程度、危険性の切迫度合い等を総合的に勘案して、対応手段を選択し

ます。 
 

② 財産管理人制度等の活用 

 

空き家の所有者等の所在が不明または相続人が不存在であるために、空き家が

危険な状態で放置されている場合について、財産管理人制度等の活用を含め問題

解決を図る方法を検討します。 
 

 
 
  

 

 

3-(3) 

【基本方針３】管理不全な空き家の解消に向けた取組を推進します。 
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法令 主な規制概要

　建築基準法
　　【第10条】

（建基法第10 条第1、2 項）
・既存不適格建築物である劇場、映画館等の特殊建築物や一
定規模以上の事務所等で、放置すれば著しく保安上危険とな
るおそれがある建築物等については、除却・移転・改築等を
勧告できる。勧告に従わない場合、命令できる。
（建基法第10 条第3 項）
・著しく保安上危険であり、または著しく有害な既存不適格
建築物等については、用途・規模によらず、除却・移転・改
築等を命令できる。
（建基法第10 条第4 項）
・措置を講じないとき等は、代執行できる。

　道路法
　　【第44条】

・道路の構造に及ぼすべき損害を予防し又は道路の交通に及
ぼすべき危険を防止するため、道路に接続する区域を「沿道
区域」として指定し（指定基準を条例で定める。道路の各一
側について幅20ｍ以内。）、その損害又は危険を及ぼす竹林
や工作物等について、道路管理者において、その損害又は危
険を防止するため特に必要があると認める場合には、その工
作物等の管理者に対し、その損害又は危険を防止するため必
要な措置を講じることを命令できる。

　消防法
　　【第５条】

・消防長、消防署長は、火災の予防に危険であると認める場
合等に、当該防火対象物の改修・移転・除却等の必要な措置
を命令できる。
・措置を講じないとき等は代執行できる。

　廃棄物処理法
　　【第19条の４】

・一般廃棄物処理基準に適合しない一般廃棄物の収集、運
搬、処分が行われた場合に、生活環境の保全上支障が生じる
と認められるときは、市町村長は、支障の除去及び支障の発
生の防止のために必要な措置を講じることを命令することが
できる。

　災害対策基本法
　　【第62条】

・市町村長は、災害が発生し、又はまさに発生しようとして
いるときには、災害の発生を防御し、又は災害の拡大を防止
するために必要な応急措置を速やかに実施しなければならな
い。

資料：「特定空家等に対する指導手順マニュアル」　　埼玉県

管理不全空家指導に関する関係法令
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解消に向けた取組 
 

   施策の概要 

 

空き家の活用が困難なものについては、速やかな除却を促すことが有効な対策

のひとつです。また、空き家の除却後の土地が活用されない場合、適正管理されな

い空き地で雑草が繁茂するなど、周辺の生活環境に影響を及ぼします。このため、

解消に向けた支援を検討するとともに、跡地活用に対する支援をあわせて検討し

ます。 

 

   主な取組 

 

① 老朽空家等の除却に伴う固定資産税減免制度の実施 

 

  旧耐震基準の老朽化した空家等を除却した土地について、住宅用地特例が適用

された場合と同様に固定資産税等を減免する制度を実施します。 
 

② 解決が困難な事案への対応の検討 

 

公益性や補助金の公平性等を十分勘案したうえで、危険な空き家をそのまま放

置させないために、経済的な理由などで解決が難しい空き家の除却等を促進する

ような支援制度を検討します。 

 

③ 空き地の管理に関する意識啓発 

 

空き家の除却後の空き地は、害虫駆除や除草などの適正な管理を継続すること

が求められるため、所有者等への情報提供により、管理不十分なまま放置されない

よう意識啓発を図ります。 
 

④ 解消と跡地活用に対する支援策の検討 

 

空き家の解消に向けた支援策を検討します。また、除却後の跡地活用について、

地域コミュニティや各種団体と連携し、地域の憩いの場や防災空き地など、活用が

図られるような仕組みを検討します。 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

3-(4) 

【基本方針３】管理不全な空き家の解消に向けた取組を推進します。 
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【老朽空家等の除却に伴う固定資産税減免制度】 
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